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地域における持続可能性

地域循環共生圏の概念

JACSES
テキスト ボックス
資料６



【北海道】
・長沼町（北海道夕張群長沼町）

【宮城県】
・一般社団法人 Reborn-Art Festival
（宮城県石巻市）

【静岡県】
・伊豆半島ジオパーク推進協議会
（静岡県伊豆半島15市町（沼津市、熱海市、
三島市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、
賀茂郡東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、
西伊豆町、田方郡函南町、駿東郡長泉町、清水
町））
・富士宮市（静岡県富士宮市）

【長野県】
・根羽村
（長野県下伊那郡根羽村）
・一般社団法人 スマート・
テロワール協会
（長野県上高井郡小布施町）

【熊本県】
・小国町〈熊本県〉
（熊本県阿蘇郡小国町）
・熊本県・南阿蘇村
（熊本県阿蘇郡南阿蘇村）

【岡山県】
・真庭市（岡山県真庭市）
・美星町観光協会（岡山県井原市）【新規】

【鹿児島県】
・徳之島地区自然保護協議会
（鹿児島県大島郡徳之島町）

【徳島県】
・コウノトリ定着推進連絡
協議会
（徳島県徳島市）
・かみかつ茅葺き学校
（徳島県上勝町）【新規】 【大阪府】

・環境アニメイティッドやお
（大阪府八尾市）

【滋賀県】
・認定特定非営利活動法人 まちづくりネット
東近江〈東近江市環境円卓会議事務局〉
（滋賀県東近江市）

【岩手県】
・特定非営利活動法人 仕事人倶楽部
（岩手県北岩手９市町村(久慈市、二戸
市、九戸郡軽米町、洋野町、九戸村、野
田村、二戸郡一戸町、岩手郡葛巻町、下
閉伊郡普代村））

【神奈川県】
・小田原市（神奈川県小田原市）

【島根県】
・AMAホールディングス 株式会社
（島根県隠岐郡海士町）
・一般財団法人 うんなんコミュニティ財団
（島根県雲南市）【新規】

【福岡県】
・北九州環境ビジネス推進会
（福岡県北九州市）【新規】

【三重県】
・おわせSEAモデル協議会

（三重県尾鷲市）

【京都府】
・亀岡市
（京都府亀岡市）

【兵庫県】
・公益財団法人 地球環
境戦略研究機関
〈IGES〉
（兵庫県宝塚市、川西市、
川辺郡猪名川町）

【佐賀県】
・鹿島市ラムサール条約推進協議会
（佐賀県鹿島市）

【沖縄県】
・宮古島市（沖縄県宮古島市）
・国頭村（沖縄県国頭郡国頭村）

R２地域循環共生圏づくりプラットフォームの構築に向けた
地域循環共生圏の創造に取り組む活動団体等（計３２団体）

※赤字は支援チーム派遣団体
※緑字は指標づくりの検討モデル団体

【山形県】
・鶴岡市三瀬地区自治会
（山形県鶴岡市）【新規】

【福井県】
・越前市イノベーション研究会
（福井県越前市）【新規】

【山梨県】
・ゼロエミやまなし（山梨県北
杜市）【新規】

【岐阜県】
・郡上市地域共生圏協議会
（岐阜県郡上市）【新規】

【長崎県】
・一般社団法人 MIT
（長崎県対馬市）【新規】

【高知県】
・特定非営利活動法人84プロ
ジェクト（高知県）【新規】

環境整備新規 １０
環境整備継続 １７
支援チーム派遣 ７
指標づくりの検討地域 １
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地域循環共生圏の創出に向けたESG地域金融の普及促進
３.地域における持続可能性
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地域循環共生圏づくりに向けた自治体支援ツール
（環境省支援の一例）

SDGsの取組を地域で進めたい
自立分散型のまちづくりの議論を地域で
進めたい

地域の省エネ・再エネ導入を進めたい

地域の防災・減災を進めたい

廃棄物処理施設を地域に活用したい

環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費
（R2予算10億円）

地域課題の解決に向けた地域循環共生圏パートナーシップ基盤強化事業
（R2予算0.3億円）等

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（R2予算80億円）
地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備

等導入推進事業（R2予算116億円）等

廃棄物処理施設を地域の防災・エネルギー拠点とするための施設整備事業
（R１補正予算10億円）等

地域におけるESG金融促進事業 等
地域金融機関をまきこみたい

自治体のご要望・課題 課題解決のための環境省事業の一例
関係者とのチームづくり、人材の発掘など支援します。

地域の自立分散型エネルギー、脱炭素交通モデル、温泉熱利用、災
害対応エネルギー自給システムを支援します。

防災拠点としての「地域エネルギーセンター」整備を支援します。

地域金融機関に対して、コンサル派遣などを通じて、ESG金融の取組を
支援します。

地域脱炭素化推進事業体設置モデル事業 等
地域新電力をつくりたい

市民、地元企業、地域金融機関等が出資する事業体による事業を補
助します。



「分散型エネルギ脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち、
（１）脱炭素地域づくりモデル形成事業

栃木県宇都宮市
～地域新電力を中心とした持続可能な脱炭素モデル都市構築事業～

3．事業効果（目標年度：2030、基準年度：2019）

4．事業体制

5．事業スケジュール

2．事業概要1．事業イメージ（目標年度：2030）
【目的】 再エネを地域で地産地消するビジネスモデルの構築
【手段】 地域新電力を立ち上げ、市の廃棄物発電などによる電力をLRT・公共施設に供給

事業収益は，地域の低炭素化などに還元
【特徴】 日本初のLRT全線新設をきっかけとした、地域の低炭素化の推進

卒FITを見据えたエネルギー地産地消の仕組みづくり

【二酸化炭素排出削減効果】 約7,800t-CO2/年（約1,740世帯分の排出量）
【再生可能エネルギー利用量】 約14,900MWh/年（約3,550世帯分の電力）※非FIT分
【地域経済付加価値】 約6,400万円/年（うち新電力の純利益は地域に還元）
【行政コスト削減】 公共施設電力料金 約500万円/年削減

廃棄物発電の売電収入 約1,500万円/年増加
【地域課題の解決】卒FIT家庭用太陽光の買取や、LRT沿線の低炭素化策の最適化の実施

LRT沿線低炭素化地域新電力【手法】 【目的】 ｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消

地域の再エネが、地域の低炭素化、市民の暮らしにプラスになる
仕組みの構築

再エネを維持することができる、拡大し続けることができる環境の
整備

LRTが導入されることにより、低炭素化を加速させるとともに、利
益（メリット）を市域全体が享受できる仕組みの構築

【地域新電力を通じて実現したいこと】

2018 2022
▲

基礎
調査

▲
LRT

供給開始

将来2021

▲

公共施設
供給開始

2019
▲

詳細調査

外部環境リスクの調査
事業採算性の詳細調査
事業参画意向調査
事業方針の作成

2020
▲

会社設立準備

共同出資者・
事業協力者募集
事業計画の作成
議会承認
会社設立準備

▲
事業拡大
事業収益の地
域還元
電力の調達・
供給先の拡大

▲
会社設立

【宇都宮市】 事業構想，実現可能性の調査・検討、再エネ導入促進
【地域事業者】 エネルギー事業者：電力需給調整、エネルギーの有効活用

電気設備事業者：省・再・蓄エネビジネスの展開
交通関係事業者：公共交通の低炭素化
地域金融機関 ：資金融資、事業性評価、事業管理

会社設立
●小売電気事業者登録
契約切替手続き
事業開始



「分散型エネルギーシステム構築支援事業」及び「民間事業者による分散型エネルギーシステム構築支援事業

睦沢町
～災害にも強い地域づくり～
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（出典：ANN NEWS）【長蛇の列となった温泉施設】

・温水が使えたのがありがたかった。
・2～3,000円お支払いしたいくらい
気持ちよかった。

（温泉施設を利用した住民の声）

千葉県睦沢町が出資している地域新電力「CHIBAむつざわエナジー」が、地中化された自営線による「省
CO2・エネルギー自給型防災拠点エリア」を構築。自立分散電源を活用した電力・熱の地産地消事業を開始。

「台風15号」の影響により、当該防災拠点エリアも一時的に停電したが、直ちに停電した電力系統との切り離
しを行い、域内は迅速に電力が復旧。域内の住民は、通常通りの電力使用が可能となった。

さらに、エリア内の温泉施設において、停電で電気・ガスが利用できない域外の周辺住民（9/10-11の2日間で
800名以上）への温水シャワー・トイレの無料提供。「レジリエントな防災拠点」としての機能を発揮。


